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・訓練修了者の就職後の定着率は把握されてい
るのか（近畿経済産業局　渡邉委員代理）
【事務局回答】
・定着状況については、把握していない。

・女性の割合が一部の訓練では記載されていない
理由について。また、年代別の受講者状況はデー
タとしてあるのか（大阪府職業能力開発協会土肥
委員）
【事務局回答】
・ジェンダーの問題から技専校について申込から
記載を省いている（大阪府）。年齢層については、
データは保有しているので、次回提出させていた
だきたい（労働局）

２　令和６年度大阪府地
域職業訓練実施方針
（案）について

・令和6年度計画の理美容部門について抑制され
ている理由について（関西経済連合会平岡委員
代理）
【事務局回答】
・全体の規模が縮小する中、デジタル分野や求人
求職ニーズの高い分野に重点的に計画定員数を
設定した結果である。

・令和6年度の計画数全体の減少について、経済
情勢の変化やコロナ禍との比較、DXに重点化す
るといったポイントを明記してはどうか（大阪府職
業能力開発協会土肥委員）
【事務局回答】
・明記させていただきたい。

・教育機関に指定を受けるよう積極的に呼びかけ
ることも本協議会の役割となるのか(同志社大学
冨田会長）
【事務局回答】
・そのような意見が出されれば、教育機関に呼び
かけるといった対応も必要と考える。

・在職者の学び直し支援について、個人経由での
給付を過半とする方向性は示されているが、どう
いった制度変化となるのか把握できておらず、地
域協議会で何を議論していけばよいのか教えてい
ただきたい。（関西経済連合会平岡委員代理）。
【事務局回答】
・政府では教育訓練給付の拡充が検討されてい
る。本協議会では、政府におけるリスキリングの
推進に向け、各地域における開講状況が妥当か
という点についてのニーズを把握し、本省に上申
するため、協議事項となったところである。

・雇用保険被保険者として在職中の方が受給でき
るとのことだが、就業時間中に受講されている方
の割合について教えていただきたい。
【事務局回答】
・夜間、通信コースもあるが、個々の詳細について
は把握していない。

・地域の訓練ニーズ等の把握とあるが、これは企
業側のニーズなのか、労働者側のニーズなのか
（大阪職業能力開発協会土肥委員）
【事務局回答】
・地域ごとの教育訓練の機会の確保の偏りをなく
していきたいとの検討方針であるが、具体的な
ニーズについては別途労働者や企業に調査が必
要と考える。一方、本協議会では、地域の企業
ニーズや産業構造等に見合ったものが確保され
ているかといった意見をいただきたい。

・教育訓練給付制度の指定講座の拡大を目指す
とあるが、具体的なKPIは何なのか（全国産業人
能力開発団体連合会丸山委員）
【事務局回答】
・今回初めての議題となり、達成目標等について
は示されていない。

令和５年度第２回大阪府地域職業能力開発促進協議会で出された主な意見等

３　その他報告事項（教育
訓練給付制度について）

１　訓練実施状況につい
て
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